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　　（マル障）受給者証は、重度の心身障害

者の方の保健の向上と福祉の増進を図るこ

とを目的として、東京都が医療費（保険診

療分）の自己負担額の一部を助成すること

を証明するものです。

　（介護保険の利用者負担額は助成の対象に

なりません。）

　このてびきで「病院など」とは、病院、

診療所、調剤薬局、訪問看護ステーション、

施術所のことをいいます。

まるしょう



①　受診するときは、病院などに　医療を取

り扱っているかどうかを確認してください。

　取扱いがない場合は、一度、保険の自

己負担分を支払ったのち、受給者証を交

付した区市町村の心身障害者医療費助成

担当課（以下、「　担当課」）へ　助成分

を申請し、払戻しを受けてください（19

ページ参照）。

②　　医療を取り扱っている病院などで受

診するときは、

　健康保険証

　　受給者証

を必ず窓口に提示してください。



両方の表示のある受給者証の方

（住民税が課税されている方）

※１：多数回該当

　高額医療費の支給対象と

なった回数が、対象となる

療養を受けた月以前の 12

か月間に３回以上ある場合

は、４回目以降は上限額が

軽減され、44,400 円を超え

る金額を月の高額医療費と

して支給します。

（支給方法は10ページ参照）

①　入院のときには以下の負担額をお支払いください。

●入院時一部負担金　：　１割負担

なお、１か月57,600円（※１：多数回該

当44,400 円）を上限とします。

●食事療養標準負担額・生活療養標準負担額
○医療保険の給付対象とならない費用が発生した

場合は、その費用（くわしくは 20ページ参照）



※２：外来に係る年間上限額

　１年間（8/1～翌年 7/31）の外来に係る一部負担

額（月の高額医療費が支給されている場合は、支給

後の額）の合計が、年間上限額（144,000 円）を超

えた場合は、超過した分を年間の高額医療費として

支給します。

（支給方法は 10ページ参照）

②　外来（調剤薬局での薬剤の支給・訪問

看護・施術所での施術を含む。）のときに

は以下の負担額をお支払いください。

●外来一部負担金　：　１割負担

なお、１か月18,000円（※２：年間上限

144,000円）を上限とします。

○医療保険の給付対象とならない費用が発生した

場合は、その費用（くわしくは 20ページ参照）



　なお、食事療養標準負担額等は、所得の

状況などによって軽減されることがありま

す。

　くわしくは、加入している医療保険（国保・

健康保険組合・共済など）または高齢者医

療担当課にお問い合わせください。

のみの表示のある受給者証の方

（住民税が非課税の方）

①　入院のときには以下の負担額をお支払いください。

●食事療養標準負担額

●生活療養標準負担額

○医療保険の給付対象とならない費用が発生した

場合は、その費用（くわしくは 20ページ参照）



②　外来（調剤薬局での薬剤の支給・訪問

看護・施術所での施術を含む。）のときに

は、窓口での負担はありません※。

※医療保険の給付対象とならない費用は　

の対象ではありませんので、ご自身でお

支払いいただく必要があります。

（くわしくは 20ページ参照）



①　同一の月に、複数の病院などで支払っ

た　　の一部負担金の合計額が、月の上限

を超えた場合

②　健康保険上の同一世帯に属する複数の

　受給者の方が病院などで支払った　　の

一部負担金の合計額が、月の上限を超え

た場合

　同一の月に、病院等に支払った額の合計

から 18,000 円を差し引いた額を高額医療費

として払い戻します。

外来に係る月間の上限額



外来に係る年間の上限額

　１年間（8/1 から翌年 7/31 までの期間）に

支払った、外来にかかる一部負担金（月の高

額医療費が支給されている場合は、支給後の

額）の合計が、144,000 円を超えた場合、その

超過分を高額医療費として払い戻します。

　同一の月に、病院などに支払った額の合計

から 57,600 円（多数回に該当した場合（６ペー

ジ参照）は 44,400 円）を差し引いた額を高額

医療費として払い戻します。



　高額医療費の支給額については、　　受給者

証を交付した区市町村からお知らせが届きま

す。

　なお、月途中（多数回該当・外来に係る年

間額については年の途中）に都内の他の区市

町村に転出したときは、お知らせが届かない

こともありますので、転出先の区市町村にお

問い合わせください。



　医療保険の自己負担分の金額が一定の額

を超えた場合には、健康保険組合等から「高

額療養費」が支給されます。

　１か月に支払う医療費の額が、次ページの

算定基準額を超える場合、その額は　ではな

く、「高額療養費」として医療保険（国民健康

保険は区市町村等、社会保険（被用者保険）

は健康保険組合等）から支給されます。

　「高額療養費」の請求方法、金額等の詳細に

ついては、ご加入の健康保険組合等にお問い

合わせください。

　「高額療養費」のうち、

　が一時的に立替払して

いる額がある場合、後日、

東京都が健康保険組合等

に請求します。この際、

東京都から世帯主等の方

に、委任状等の提出依頼

をすることがあります。

【高額療養費とマル障の関係】



所得等区分

自己負担限度額

高額療養費支給回数
（直近 1 年間）1 ～ 3 回目

年収　約 1,160 万円～

国保：旧ただし書所得 901 万円超

健保：標準報酬月額 83 万円以上

ア
252,600 円 +

（医療費－842,000 円）×1％
140,100 円

４回目以降

イ 

オ 

ウ
★ 

エ 

年収　約 770 ～約 1,160 万円
国保：旧ただし書所得 600 万円～

901万円
健保：標準報酬月額

53 万円～ 79 万円

年収　約 370 ～約 770 万円
国保：旧ただし書所得 210 万円～

600 万円
健保：標準報酬月額

28 万円～ 50 万円

167,400 円 +

（医療費－558,000 円）×1％

80,100 円 +

（医療費－267,000 円）×1％

93,000 円

44,400 円

57,600 円

年収　～約 370 万円
国保：旧ただし書所得 210 万円

以下
健保：標準報酬月額 26 万円以下

44,400 円

35,400 円 24,600 円住民税非課税

特定疾病療養受療証（マル長）
上位所得者　20,000 円

一般　　　　10,000 円

①70歳未満の場合（平成27年１月から）



所得等区分
自己負担限度額

所得に応じ、３区分（下表※参照）

個人単位（外来のみ） 世帯単位（外来+入院）

現役並み所得者

一般★

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

特定疾病療養
受療証（マル長）

18,000 円

［年間 144,000 円上限］

57,600 円

［44,400 円（４回目以降）］

8,000 円

8,000 円

24,600 円

15,000 円

10,000 円

【※70 歳以上現役並み所得者　高額療養費負担上限額】

所得区分 自己負担上限額

年収約 770 万円～

約 1160 万円

年収約 1160 万円～

年収約 370 万円～

約 770 万円

252,600 円+（医療費－842,000）×１％

［140,100 円（４回目以降）］

167,400 円 +（医療費－558,000）×１％

［93,000 円（４回目以降）］

80,100 円+（医療費－267,000）×１％

［44,400 円（４回目以降）］

②70歳以上の場合（平成30年８月から）



所得等

区分

現役並み

所得者Ⅲ

課税所得690万円以上かつ
被保険者の世帯総収入が
　単身世帯　383万円以上
　複数世帯　520万円以上

252,600+（医療費－842,000 円）×１％

（140,100 円（４回目以降））

自己負担限度額
負担割合

外来（個人単位） 入院･世帯

24,600 円

57,600 円
〔44,400円
（４回目
　　以降）〕

③後期高齢者医療の被保険者の場合

（令和４年10月から）

現役並み

所得者Ⅱ

一般Ⅱ

低所得Ⅱ

課税所得380万円以上かつ
被保険者の世帯総収入が
　単身世帯　383万円以上
　複数世帯　520万円以上

167,400+（医療費－558,000 円）×１％

（93,000 円（４回目以降））

現役並み

所得者Ⅰ

課税所得145万円以上かつ
被保険者の世帯総収入が
　単身世帯　383万円以上
　複数世帯　520万円以上

課税所得28万円以上かつ
被保険者の世帯総収入が
　単身世帯　200万円以上
　複数世帯　320万円以上

18,000円
＜配慮措置：令和４年 10月１日～

令和７年９月 30日まで＞
6,000円＋（医療費－30,000円）×10％
※上記の額と比較して少ない方を適用
※自己負担額が 6,000 円を超える場合

〔年間 144,000 円上限〕

一般Ⅰ

課税所得28万円以上かつ
被保険者の世帯総収入が
　単身世帯　200万円以上
　複数世帯　320万円以上

住民税非課税

18,000円
〔年間 144,000 円上限〕

8,000円

15,000 円低所得Ⅰ
住民税非課税者であって
年金収入等が 80 万円以下
等

8,000円

　80,100+（医療費－267,000 円）×１％

（44,400 円（４回目以降））



　社会保険（被用者保険）にご加入の方は、健

康保険上の所得区分が「上位（ア・イ）」や「住

民税非課税（オ）」等の場合も、　の医療費助

成に係る高額療養費は、一律の基準額（①②

の表（一般区分）内の下線参照）によって算出

します。

（計算例）病院での窓口支払額が120,000

円（入院、70歳未満　診療点数40,000点）

の場合で、　　　　の表示のある受給者

証の方（住民税課税の方）の場合

【社会保険（被用者保険）にご加入の方】

【計算例】



　14ページの表の計算式で、所得区分「ウ」

の高額療養費の算定基準額は 81,430 円とな

ります。

　窓口支払額の120,000円から、この81,430

円を差引いた額は「高額療養費」といい、ご加

入の社会保険（被用者保険）から払い戻され

ます。

　その請求方法は、健康保険証の交付元へお

問い合わせください（お問い合わせの際に

は、　受給者であることをお伝えください。）。
［計算例の図］入院：70歳未満（被用者保険加入者）

※払戻しの手続きは、医療費を支払っ

た日の翌日から５年で時効となり、

申請できなくなりますので、ご注意

ください。

（※）計算式：80,100 円 +（40,000点×

10円－267,000 円）×１％

＝

障

保険者負担（７割：280,000 円）

総医療費 400,000 円

（診療点数 40,000 点）
窓口支払額 120,000 円

（３割負担）
高額療養費
算定基準額

マル障助成額
自己負担金

（医療費総額の1割）

高額療養費　　　　　　：保険
者から支払われます。請求方法
については、健康保険証の交付
元へお問い合わせください。



　都外医療機関や、　を取り扱わない病院な

どで診療を受ける場合や、都外国保・都外

後期高齢者医療の加入者は、医療保険の自

己負担分を一度、医療機関の窓口に支払う

ことになります。

　この場合は、区市町村の　　担当課へ　　

助成分を申請し、払戻しを受けてください。

　払戻しの手続には、領収書（原本）が必

要です（領収書は、21ページ参照）。

　治療用装具など全額自己負担した場合は、

保険給付の手続を行った後に、領収書と支

給決定通知を添付して申請してください。

※払戻しの手続きは、医療費
を支払った日の翌日から５
年で 時効となり、申請でき
なくなりますので、 ご注意
ください。
※領収書を紛失した場合に
は、医療機関へ 再発行を依
頼してください。



　　の助成対象は、保険診療分のみです。

　医療保険の給付対象とならない次のもの

などは、　　の対象になりませんので、ご注

意ください。

●差額ベッド代

●健康診断、予防注射

●特別注文の義歯・金属冠　など

※介護保険の利用者負担額も助成対象外



※１　上記の内容がわかるもので

あれば、様式は問いません。

※２　受診期間が月をまたぐ場合

は、月ごとに分けた領収書

が必要です。

※３　同一月に入院・入院外が

あった場合は、それぞれ別

の領収書か、内訳のわかる

領収書が必要です。



①　住所や氏名が変わったとき。

②　受給者証を破ったり、汚したりして使

えなくなったとき。

③　受給者証をなくしたとき。

●受給者証（③の場合を除く）を持って、

受給者証の交付を受けた区市町村の　担当

課で再交付を受けてください。

●再交付を受けたのちに、なくした受給

者証を発見したときには、すみやかに　

担当課へ返還してください。



　次の場合は、受給者証の交付を受けた区

市町村の　担当課へ、受給者証をお返しく

ださい。

①　他の道府県や他の区市町村へ転出した

とき。

※都内の他の区市町村へ転出するときは、
転出前の　担当課へ「交付状況連絡票」
の発行を依頼し、転出先で　の交付申請
を行う際に、提出してください。

②　生活保護などを受けるようになったとき。

③　医療保険の資格が

なくなったとき。

④　医療保険の自己負

担分が助成される施

設に入所したとき。

障

障



⑤　助成事由消滅通知書を受け取ったとき。

⑥　障害の等級が下がって、　の対象外に

なったとき。

※　の対象は、身体障害者手帳１級・２級（内
部障害は３級まで）、愛の手帳１度・２度
または精神障害者保健福祉手帳１級をお
持ちの方です。

⑦　「　　　」の表示のある受給者証をお持

ち（住民税課税）の方が、後期高齢者医療被

保険者証の交付を受けたとき。

※住民税非課税の方は、ひきつづき　の対象
となります。

⑧　東京都以外の自治体の条例に基づく医

療費の助成制度の給付を受けることと

なったとき。

※①から⑧に該当しない場合で、有効期限が
切れた受給者証はご自
身で裁断するなど個人
情報に注意して破棄し
てください。

障

障



　加入している医療保険が変わったときは、

必ず受給者証の交付を受けた区市町村の　

担当課へ届け出てください。

●届出の際に持っていくもの

受給者証、健康保険証（新しいもの）

　税申告、修正申告等により、所得の変更

があった場合、受給者証の資格が異動する

ことがありますので、必ず受給者証の交付

を受けた区市町村の　担当課へ届け出てく

ださい。



　受給者証の有効期間は、毎年９月１日か

ら翌年の８月 31 日まで（精神手帳による受

給者の方は、手帳の有効期限が到来する年

については、手帳の有効期限の満了日まで

（27ページ参照））です。

　８月 31 日までに新しい受給者証がお手も

とに届かない場合は、受給者証の交付を受

けた区市町村の　担当課へおたずねくださ

い。

※１月２日以降に転入された方は、更新の
際、前年の所得の課税証明書等が必要と
なります。課税証明書等を前住所地の区
市町村から取得し、現在受給者証の交付

を受けている区市町村
の　担当課に提出して
ください。
障



※精神手帳による受給者の方は必ずお読みください。

　　受給者証の有効期限は、精神手帳の有

効期限が到来する年については、手帳の有

効期限の満了日までとなります。

　精神手帳の更新は、手帳の有効期限の３

か月前から申請できます。

　精神手帳の更新申請を行った結果、引

き続き精神手帳１級を交付された場合、

速やかに　の申請を行ってください。

　　受給者証の有効期間満了日の翌日から

起算して６か月以内に　を申請した場合、

前回の受給者証の有効

期間に引き続く期間の

受給者証の交付を受け

ることができます。



　65 歳になると、障害認定を受けて後期高

齢者医療制度に加入することができます。

詳細は区市町村の高齢者医療担当課へご相

談ください。

　なお、「　　　」の表示のある受給者証を

お持ち（住民税課税）の方は、後期高齢者

医療制度に加入されると、　　の対象外とな

りますので、ご注意ください。

※加入された場合は、受給者証の交付を受
けた区市町村の　担当課に、必ず届け出
てください。

障



　　制度では、所得については受給者本人

が 20 歳未満の場合は、世帯主等の所得によ

り審査します。

　このため、「　　　」と表示された受給者

証をお持ちの方が 20 歳になったとき、受給

者本人の住民税が非課税である場合は、

「　　」表示（住民税非課税）の受給者証に

変更されることとなります。

　該当する場合には、受給者証の交付を受

けた区市町村の　担当課にご連絡ください。



　交通事故や傷害事件などによる負傷で、

　を使って治療した場合は、後日、東京都

から加害者等に治療費を請求します。この

ため、東京都への届出が必要となりますの

で、下記窓口までご連絡ください。必要書

類をお送りします。

●交通事故などの場合の　窓口

東京都　福祉局　生活福祉部

医療助成課　給付担当

電話　03-5320-4286

Fax　03-5388-1409



　難病医療費助成制度は、　に優先して適用

されます。この制度を利用すると、難病に

かかる医療については、　より自己負担が軽

くなる場合があります。なお、　との併用は

可能です。

　また、難病に起因して介護サービスを利

用する場合の介護保険の自己負担について、

難病医療で助成される場合があります。

　対象となる方は、保健所（市町村部につ

いては市町村）等にご相談ください。



　自立支援医療は　に優先して適用されま

す。対象となる方は、所管の部署等へご相

談ください。

　なお、　との併用は可能です。併用の際は、

自立支援医療（法定給付）を先に適用します。

更生医療

育成医療

精神通院

医療

区市福祉事務所　身体障害者福祉主管課

町村役場　身体障害者福祉主管課

（23区内）各区役所　保健衛生主管課

（市町村）福祉局子供・子育て支援部

家庭支援課母子医療助成担当

福祉局中部総合精神保健福祉センター

事務室　自立支援医療担当（認定関係）
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東京都福祉局


